
平成２４年度第４回市川市幼児教育振興審議会 
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                        午後２時００分から 

場所：市川市役所３階第５委員会室 
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１． 議 題  

社会情勢の変化に伴う幼児教育の今後のあり方について 

 

２． その他 

市川市子ども・子育て会議の設置について（報告） 

 

      ・次回開催日程について 
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資料３ 市川市子ども・子育て会議条例 
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社会情勢の変化に伴う幼児教育
の今後のあり方について 

教育委員会 
教育総務部 教育政策課 

平成２５年３月２５日 
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子ども・子育て関連３法（平成24年8月） 

（１）子ども・子育て支援法 

   《内容》  ○教育・保育にかかる給付 
               ○地域子ども・子育て支援事業、など 

（２）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律の一部を改正する法律 
   《内容》      ○認定こども園法の一部改正 

（３）関係法律の整備等に関する法律 
    《内容》  ○上記２法の施行に伴う児童福祉法等関係法律の整備 

趣旨 ： 幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進 

2 



内閣府を中心とした一元的体制イメージ 

【厚生労働省】 
（児童福祉法） 

保育所 

認定こども園 
・幼保連携型 
・幼稚園型 
・保育所型 

・地方裁量型 【文部科学省】 
（学校教育法） 

幼稚園 

幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進 
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子ども・子育て会議 

・学校教育法体系及び児童福祉法体系との整合性の確保 

・認定こども園、幼稚園、保育所等を通じた一元的な窓口の設置 

【内閣府】 

（子ども・子育て支援法・認定こども園法） 
内閣府、厚生労働省、文部科学省の子ども・子育て
施策に関する体制のスクラップ＆ビルドを基本に体
制を整備 

子ども・子育て支援のた
めの施策を総合的に推

進するための基本的な指
針 



子ども・子育て関連法本格施行までの主な動き 
（平成２７年度施行を想定） 
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平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

主な動き

子ども・子育て会議設置

子ども・子育て支援事業計画

認定こども園

実施体制

幼児教育振興審議会

事業計画等を調査審議

事業計画の検討・作成

一元的実施体制の検討・整備

※４月　消費税８％に引き上げ ※10月消費税
　　　10％に引き上げ

※法律公布
（８月２２日）

新制度に伴う公立幼稚園の方針を検討

組織一元化に伴う整理検討

※本格施行



市町村子ども・子育て支援事業計画 

■計画期間：５年を１期とする 
 
■必須記載事項 
①圏域の設定 
②幼児期の学校教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に係る需要量の

見込み 
・幼児期の学校教育の需要、保育の需要、放課後児童クラブ等 

③幼児期の学校教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に係る提供体制
の確保の内容及びその実施時期 
・認定こども園、地域型保育、放課後児童クラブ等 

④幼児期の学校教育・保育の一体的な提供を含む子ども・子育て支援の
推進方策 
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新制度における幼稚園の選択肢 

幼保連携型 
(施設型給付有) 

幼稚園型 
(施設型給付有) 

幼稚園 
(施設型給付有) 

幼稚園 
(施設型給付なし) 

【類型】 【位置付け・役割】 

○学校教育と保育を提供す
る機関 

○市町村計画で把握された
「教育・保育ニーズ」に対
応 

○学校教育を提供する機関 

○市町村計画で把握された
「教育ニーズ」に対応 

○学校教育を提供する機関 

【応諾義務】 
【公定価格】 
【保育料】 

 
・応諾義務有 
・公定価格有 
・保育料は市が
設定（応能負
担）  

 

・応諾義務なし 
・公定価格なし 
・保育料は自由
設定 

幼
稚
園 

認
定
こ
ど
も
園 

幼
稚
園 

6 



市川市の就学状況（幼稚園・保育所） 

市川市就学前児童就園状況（３歳から５歳児）
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児童数

幼稚園

保育園

児童数 12,212 12,547 12,742 13,174 13,285 13,119 12,984 12,888 12,490 12,388 12,219 12,255

幼稚園 62.0 58.9 63.2 57.8 62.8 61.6 60.4 56.4 59.2 57.8 56.4 55.3 

保育園 22.1 23.8 21.2 23.0 24.0 25.0 26.0 26.8 28.8 29.7 31.8 32.5 

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年
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女性の年齢階級別労働力率の推移 

平 成 22 年 国 勢 調 査 産業等基本集計結果 

女性 
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49.3% 

69.4% 

63.4% 







市川市子ども・子育て会議条例  

（設置）  

第１条 本市に、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３

項の規定に基づき、市川市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」

という。）を置く。  

 （任務）  

第２条  子ども・子育て会議は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第    

６５号）第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するとともに、市が実施す

る児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）その他の子どもに関する法律に

よる施策について市長又は教育委員会の諮問に応じ調査審議する。  

２ 子ども・子育て会議は、前項に規定する事務及び施策に関し、必要に応じ

市長又は教育委員会に建議することができる。  

（組織）  

第３条 子ども・子育て会議は、委員１５人以内で組織する。 

２ 子ども・子育て会議に、特別の事項を調査審議させるため必要があるとき

は、臨時委員を置くことができる。  

（委員及び臨時委員） 

第４条 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから、市長が教育委員会の

意見を聴いて委嘱する。  

⑴ 学識経験のある者 

⑵ 関係団体の推薦を受けた者  

⑶ 子ども・子育て支援法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関

する事業に従事する者 

⑷ 子どもの保護者  

⑸ 市民  

２ 市長は、前項第５号に規定する市民のうちから委員又は臨時委員を委嘱し

ようとするときは、公募を行うものとする。  

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任
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期間とする。  

４ 委員は、再任されることができる。  

５ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了

したときは、解任されるものとする。  

６ 委員及び臨時委員は、非常勤とする。 

（会長及び副会長）  

第５条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長各１人を置き、委員のうちか

ら互選する。  

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議）  

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、

議長となる。  

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。  

４ 特別の事項について会議を開き、議決を行う場合には、当該特別の事項に

係る臨時委員は、前２項の規定の適用については、委員とみなす。  

（事務）  

第７条 子ども・子育て会議の事務は、こども部において処理する。  

（報酬及び費用弁償） 

第８条 市は、委員及び臨時委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報酬

並びに旅費及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条例第２６号）の定める

ところにより、報酬を支給し、及び職務を行うための費用を弁償する。  

（委任）  

第９条 前各条に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営その他必要な

事項は、子ども・子育て会議が市長及び教育委員会の同意を得て定める。  



附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成２５年７月１日から施行する。ただし、次項の規定は、

公布の日から施行する。  

 （準備行為）  

２ この条例の施行後最初に委嘱される子ども・子育て会議の委員の選任のた

めの手続その他のこの条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の

施行前においても行うことができる。  

 （市川市社会福祉審議会条例の一部改正）  

３ 市川市社会福祉審議会条例（平成１７年条例第８号）の一部を次のように

改正する。  

  第２条中「、児童福祉」を削り、「係る事項」の次に「及び市川市子ども・

子育て会議条例（平成２５年条例第  号）第２条第１項に規定する市川市

子ども・子育て会議の任務に係る事項」を加える。  

  第３条第１項中「２５人」を「１８人以内」に改める。  

（市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する条例

の一部改正）  

４ 市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する条例

の一部を次のように改正する。  

別表第２に次のように加える。  

子ども・子育て会議委員及び臨時委員  〃 ９,１００円  

 

 



                                                                 
      

市川市子ども・子育て会議条例の制定について 
 
 
１ 「子ども・子育て支援法」の制定を踏まえ、同法に掲げる事務を処理

するとともに、市が実施する児童福祉法その他の子どもに関する法律に

よる施策について調査審議する機関として、市川市子ども・子育て会議

を設置するもの。 
 
 
２ 主な制定内容 
 
 （1） 主な任務  
     

子ども・子育て支援法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理す

るとともに、市が実施する児童福祉法その他の子どもに関する法律

による施策について市長又は教育委員会の諮問に応じ調査審議す

る。 
 
 
 （2）委  員 
     

１５人以内で次に掲げる者のうちから市長が教育委員会の意見

を聴いて委嘱するほか、臨時委員を置くことができる。 
    

ア．学識経験のある者 
   イ．関係団体の推薦を受けた者 
   ウ．子ども・子育て支援法第７条第１項に規定する子ども・子育て 

支援に関する事業に従事する者 
   エ．子どもの保護者 
   オ．市民 
 
３ 施行期日 
   平成２５年７月１日（一部、公布の日） 
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